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1.研究の目的
1-1.研究の背景と目的
働く女性が増加し､外で仕事をもつというライフ･ス
タイルが定着しつつある｡しかしながら､女性をとりま
く社会環境条件は依然として厳しい｡種々の世論調査結
果が示すように､共働き世帯における男性配偶者の家事
分担はきわめて少ない1｡現状では､働く女性の多 くが
家事､育児､介護など､従来から女性の役割として位置
付けられ､家庭内で処理されてきたシャドー ･ワークを
一手に引き受けており､仕事と家庭生活を両立させるた
めに､さまざまな制約を受けている｡
女性の社会進出は､都市や住まいのあり方を見直す契
機ともなっている｡近年の一連のジェンダー研究が指摘
するように､就労女性は､近代家族､さらにいえば専業
主婦の存在を暗黙の了解として構築されてきた都市や住
まいのあり方の矛盾をもっとも強く受けている2｡ とり
わけ我が国では､高度成長期に産業優先の都市開発に偏
重したため､居住環境の整備が大きく立ち遅れてきた｡
大都市圏についてみれば､都心部の子育て環境が劣化し､
家族世帯の流出が加速された｡一方､居住機能を担う郊
外部は､都心からますます離れ､通勤に要する時間が増
大した｡職住の遠隔化や通勤難は､男性はもとより､家
事や育児､介護を担う女性の生活に､深刻な影響を及ぼ
している｡
これまでの住まい､都市のあり方が厳しく問い直され
る現在､働く女性たちの増加は､都市を ｢生活の場｣と
して復権させるためのまたとない機会を提供するもので
あるともいえる｡本研究は､こうした視点にたって､女
性がもつ多様な居住ニーズに対応した居住システムの構
築に資することを目的としている｡すなわち､家事 ･育
児への支援体制をふくむ広義の居住システムの確立に向
け､働く女性たちの指向性を把握するとともに､それが
いかなる条件に規定され､今後どのように発展していく
のかを探ろうとするものである｡
1-2.本稿の課題と方法
女性たちがおかれている現状については､先行研究で
いくつかの注目すべき実態が明らかにされている｡女性
の生活条件の変化に着目し､共働き世帯の居住ニーズを
検討した高田ら (1993年)は､男性配偶者の家事分担率
は2-3割と低く､様々な機器を利用した合理化による対
応やサービス利用による女性の家事負担の軽減化がすす
みつつあるものの､依然､安定した状態にあるとは言え
ない､と結論付けている.また､千里ニュータウンで保
育所の利用圏と送迎パターンを分析した田中 (1989年)
は､主として女性が送迎を担当していること､保育所へ
の送迎負担が､女性の職種や職場の位置を限定する傾向
がみられる､と指摘している｡
本稿の課題は､これらの先行研究で得られた知見を踏
まえつつ､就労女性の居住ニーズを検討することである｡
対象は､家事 ･育児と仕事の両立が困難といわれる幼児
期の子どもを持っ就労女性で､居住環境の影響をみるた
め､特性の異なる居住地で調査を実施した｡また､支援
形態にたいする指向性を把握するため､質問紙では､日々
の問題を解決するための支援体制として､仮説的に3つ
の考え方､すなわち､個人解決にたいする支援､親族ネ
ットワークにたいする支援､地域コミュニティーによる
支援を提示し､それぞれにたいして､現実的に望みうる
というレベルと､現実の拘束条件を捨象した理想という
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2段階のレベルで､支持を調べた｡
以下ではまず､就労女性がおかれている現状を整理し､
これを踏まえた上で､支援形態として提示された選択肢
が､それぞれどのような条件にある女性たちに選択され
たのかを検討する｡ついで､これらの指向性によって住
環境にたいする改善要求が異なるか否かをみきわめ､女
性の居住ニーズを類型化する｡結論では､分析結果から
導かれた､居住地整備の課題を整理する｡
2. 調査概要
2-1.調査の方法
上述の研究課題を念頭に､現在の居住環境や生活条件
から問題点を抽出するため､大都市の既成市街地と計画
的ニュータウンという性格の異なる居住地で調査を実施
した｡調査地点は大阪府下の3カ所で､大阪市内の既成
市街地2地点 (天王寺区 ･阿倍野区､住吉区)と計画的
に建設された堺市泉北ニュータウンである｡天王寺区･
阿倍野区は都心部に隣接し､住吉区は大都市のインナー
エリアを構成している｡それぞれの地区にある保育所を
つうじて､子どもを預けている女性に調査票を配布し､
1週間留め置き､保育所をっうじて再び回収した｡
各地区の保育所の選定にあたっては､公共交通機関へ
のアクセスなど､主として立地条件に着目した｡とくに､
泉北ニュータウンでは最寄り駅からの距離を重視した｡
事前に､条件の異なる候補地をあらかじめ選定したうえ
で､最終的には､調査への協力が得られた12の保育所で
調査を実施した｡地区別の内訳は､住吉区が山之内､遠
里小野､我孫子､苅田､大領の5カ所､天王寺区は上汐､
阿倍野区は阿倍野筋､泉北ニュータウンでは三原台､赤
坂台､庭代台､御池台､宮山台の5カ所である｡集計､
分析にあたっては､天王寺区 ･阿倍野区で実施した調査
を<天 ･阿倍野>､住吉区､泉北ニュータウンのそれを
<住吉>､<泉北NT>と表記する｡
調査は平成7年10月から11月にかけて実施した｡調査
票は359部配布し､そのうち､252票回収した｡有効回収
率は70.2%である (表1)0
2-2.調査地区の概要
<住吉>
調査を依頼した保育所周辺地区 (図1に示すメッシュ
範囲を指す)の常住人口は14.1万人 (161人/ha)､15歳
以上の女性の就業者は2万7千人である (平成2年の国勢
調査結果による)｡世帯構成は約6割が核家族世帯であ
(2)
る｡住宅所有形態は民営借家 (54%)が､住戸形式は共
同建て (64.5%)が多い3｡中高層の民間賃貸住宅がひ
ろく立地している｡JR阪和線の各駅周辺に点在する近
隣商業地域､地下鉄御堂筋線沿線の商業地域を除けば､
第二種住居専用地域または住居地域である｡大阪都市圏
のインナーエリアとして位置づけられる4｡
<天 ･阿倍野>
調査を依頼した保育所周辺地区 (図1参照)の常住人
秦.1回収結果
調査地点 配布数 回収数 .回収率
.. 住吉.. . .a .:.P.9.倍.a .....泉北NT 80 66 82.5%
80 63 ●78.8%
199 123 .618
計 359 252 70.2%
注)(住吉)は､住吉区内の保育所(山之内､遠里小野､我孫子､
苅凹､大領)の利用者(女性に回答を依頼)に配布した調査票
の集計｡
く天 ･阿倍野)は､天王寺区 ･阿倍野区内の保育所(上汐､阿
倍野筋)の利用者(女性に回答を依頼)に配布した調査栗の
典計｡
く泉北NT)は､泉北ニュータウン内の保育所(三原台､赤坂
台､庭代台､御地台､宮山台)の利用者(女性に回答を依頼)に
配布した調査票の集計｡
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図.1く住吉) く天 ･阿倍野)の分析対象範囲
藤田他 :育児期の女性の居住ニーズ
口は7･3万人 (139人/ha)､15歳以上の女性の就業者数
は1万6千人弱を数える｡世帯構成は5割が核家族世帯で
ある｡住宅所有形態は民営借家 (48.6%)と持家 (42.5
%)に分かれ､公営住宅や公団､公社の住宅はわずかで
ある｡住戸形式は共同建てが約6割､戸建てが2割強で
ある｡二つの行政区にまたがり､天王寺区に含まれるメ
ッシュは､天王寺駅､地下鉄上本町駅周辺及び地下鉄沿
線が商業地域で､調査を依頼した保育所もここに立地す
る｡一方､阿倍野区のメッシュは､北部の天王寺駅周辺
及び地下鉄御堂筋線沿線が商業地域で､それ以外は第二
種住居専用地域もしくは近隣商業地域である｡
<泉北ニュータウン>
計画規模1557haで3地区16住区からなり､計画人口
は18万人5 (118人/ha)である｡最終計画段階における
住宅種別の構成は､公団 ･公社住宅が38.9%､公営住宅
が27.7%で､公的住宅が7割弱を占める｡住戸形式は共
同建てに偏り､全体の75%を占める6｡地区の中心に位
置する駅周辺が商業地域で､これを取りまく周辺に第二
種住居専用地域､さらにその外側に第-種住居専用地域
がひろがる｡近隣商業地域は住宅地のなかに計画的に配
置されている｡調査を依頼した保育所はいずれも近隣商
業地域に立地しており､商業施設と隣接する｡
2-3.調査項目
アンケート調査は以下の8項目から構成されている｡
(1)住まい
住宅所在地/住宅の所有関係と建て方/現住所に
住みはじめた時期
(2)職住関係
勤務地/通勤方法/通勤時間/勤務時間
(3)保育所の利用実態
送迎する者 (朝 ･夕)ノ送迎に要する時間/送迎
方法/迎えに行けない場合の対応/利用保育所以
外に預けるところ
(4)親族の家事 ･育児への支援
(5)生活関連サービスの利用､近隣との相互扶助
買物の場所/生活支援サービスの利用について/
近隣との協力関係
(6)日常生活上の不満
(7)育児と仕事の両立のために望む支援方策
現実的な支援/理想的な支援/保育所の立地条件
/居住環境整備による育児支援方策について
(8)家族構成､年齢､職業
2-4.調査回答者の属性
(3)
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回答者の年齢は ｢30-35歳｣に大きなやまがあり､世
帯構成は ｢夫婦と子ども｣からなる核家族世帯が8割を
占める｡地区別にみると､女性の年齢層が相対的に低い
のは<泉北NT>､<住吉>である｡子ども数は ｢1人｣
または ｢2人｣､家族数は ｢4人｣または ｢3人｣が大
部分である｡
女性の職業は ｢専門的職業｣｢事務的職業｣が比較的
多い｡両者をあわせると4割以上を占める｡住戸形式及
び所有形態は､｢公団､公社､公営の賃貸住宅｣が最も
多い｡これは<泉北NT>がこのタイプの住宅に大きく
偏っているためである｡次いで ｢持家で戸建｣｢民営の
賃貸マンション｣｢持家でマンション｣の順に並ぶ (義
2)｡戸建てより集合住宅が多く､持ち家より賃貸住宅
に住む者が多い｡
地区別にみると､<住吉>は女性の年齢が26-29歳層
義.2 調査回答者 (女性)の属性
調査地区 住吉 天 . 泉北NT阿倍野 全体
午節 25才未満 3.2 3.7 9.0 6.6
26-29 19.4 7.4 17.1 15.0
30-35 58.1 61.1 40.5 51.1
36-39 129 185 252 197
40才以上 6.5 9.3 8.1 8.2
世帯型 夫婦と子供 71.0 83.3 84.6 80.7
夫婦と子供と両親 4.8 0.0 2.6 2.9
夫婦と子供と片親 3.2 5.5 0.0 2.9
母子 17.7 9.3 8.5 10.9
母子 親族 6 19 2 21
その他 1.7 0.0 1.7 1.3
職莱 専門 .技術的職業 22.6 44.4 35.7 34.2
事務的職掌 14.5 22.2 9.8 15.0
販売 .サーヒ●ス業 30.6 1.9 6.3 ll.5
ハ●-ト アルハ●イト 1 37 241 13
その他 (無職含) 30.7 27.8 24.1 26.1
住 持家で戸建て 19.4 20.3 25.6 23.0マンション 45 186 160 163
宅形式 民営の賃貸マンション公団､公営､公社の賃貸住宅 32.3 40.7 0.816l l 440 18.7262
その他 17.7 18.7 13.6 16.0
千 1人 33.9 51.9 22.2 31.9
秩 2人 46.8 38.9 47.0 45.4
数 3人 16.1 9.2 24.8 18.9
4人以上 3.2 0.0 6.0 3.7
家 2人 9.7 9.3 2.6 6.3
族 3人 29.0 40.7 19.7 26.8
数 4人 38.7 37.0 42.7 40.2
注)表中<住吉><天･阿倍野><泉北NT>は､それぞれの地区
内にある保育所利用者の集計結果を示す｡
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に2割､30-35歳層に約6割が集中している｡女性の職業
は ｢販売 ･サービス業｣が3割と他地区より抜きんでて
多く､家族構成では､親と同居する世帯 (8%)､母子世
帯 (17.7%)の割合が比較的高い｡住戸形式は ｢民営の
賃貸マンション｣が32%を占め､ついで､戸建て持ち家
が約2割を占める｡
<天 ･阿倍野>は､女性の年齢が30代から40代にまた
がり､職業では ｢専門･技術的職業｣(44.4%)に就く
ものが多い｡子ども数､家族数は他の地区より少ない｡
住戸形式は4割が ｢民営の賃貸マンション｣で､公的賃
貸住宅に居住するものは1件のみである｡
<泉北NT>では､｢夫婦と子ども｣の核家族世帯が
84.6%を占める｡3人以上の子どもをもっものが全体の4
分の1を占め､子ども数､家族数が他地区より比較的多
い.女性の職業は ｢パート･アルバイト｣(24.1%)｢そ
の他 (無職を含む)｣(24.1%)が相当数にのぼる｡｢公
団､公社､公営の賃貸住宅｣に住むものが全体の4割強
で最も多く､戸建て持ち家に住むものは約4分の1であ
る｡
3.居住環境の現状
3-1.職住関係
ここでは､職住関係と保育施設の利用実態､居住環境
にたいする評価から居住環境の現状を把握し､その問題
点を探る｡
まず､職住関係を地区別に検討する｡<住吉>では､
｢同区内勤務｣が半数強で､ついで ｢同市内(区外)勤務｣
が37%を占める (図2)｡通勤時間の平均は27分で､勤
務時間は ｢7-9時間｣が7割､｢7時間未満｣が4分の1
強を占める (図3)｡職住関係への不満は､｢家から駅が
遠い｣｢職場が家から遠い｣｢帰宅が遅いため夕食が遅く
なる｣にそれぞれ4割弱程度の該当者がある｡同区内･
同市内勤務が多いにも関わらず､職場が家から遠いとの
不満をもつ世帯が相当数析出されたのは､交通の便に問
題があるのではないかと推察される (図4)0
｢専門 ･技術的職業｣に就く女性が4割を上回る<天
･阿倍野>では､勤務地は ｢同市内(区外)勤務｣｢市外
勤務｣で6割を占める｡通勤時間の平均は25分､勤務時
間は ｢7-9時間｣が8割を占め､ついで､｢9時間以上｣
のものが14%を占める｡職住関係への不満として回答者
の7割が ｢帰宅が遅いため夕食が遅くなる｣をあげてい
る｡
<泉北NT>では､｢専門 ･技術的職業｣についで
(4)
天 ･阿倍野
泉北NT
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図.4 職住関係への不満の内容と該当者の比率
｢パート･アルバイト｣が多い｡勤務地は ｢市外勤務｣
が多く､通勤時間の平均は29分である｡勤務時間は ｢7
-9時間｣についで ｢7時間未満｣が2割ある.｢パート
･アルバイト｣が多いことが影響しているのであろう｡
職住関係に関する不満では､回答者の63%が ｢家が駅か
ら遠い｣をあげている｡ついで半数が ｢帰宅が遅いため
夕食が遅くなる｣､41%が ｢職場が家から遠い｣と考え
ている｡
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3-2.保育施設の利用実態
次に､保育施設について､利用実態と評価を検討する｡
保育所への送迎時間と送迎担当者は､3地区に共通す
る傾向がみられた｡送迎時間は約8分程度で､送迎の約
8割は女性が担当している (図5)0
居住地区別にみると､<住吉>では定時に迎えに行け
ない場合に､延長保育を依頼するものが多く､｢職場の
託児所｣を利用しているものは1件にとどまった｡保育
所利用にたいする不満では､半数近くが ｢夜遅くまで預
けられる施設がないこと｣をあげている｡また3割が
｢保育所が家から遠い｣と感じている (図6)0
<天 ･阿倍野>では､●男性配偶者が送るというケース
も3件あった｡また､夫婦で分担しているものが約 1割
ある｡しかし､男性配偶者が迎えにいくというケースは
ほとんどなく､夕刻の送迎は女性が担当している｡定時
に迎えに行けない場合には延長保育を依頼している様子
で､｢別の保育所に頼む｣と答えたのは2件にとどまっ
た｡保育所利用に関する不満は､女性がフルタイムの就
労者であるということとかかわって､｢保育所が職場の
近くにないこと｣｢保育所が職場と反対方向にあること｣
など､職場と保育所の位置関係にたいする不満が高い｡
<泉北NT>では､配偶者との送迎分担は他地区より
多いものの､1割を超える程度である｡定時に迎えに行
けない場合には､回答者のほとんどが延長保育で対応し
ている｡｢職場の託児所｣や ｢別の保育所｣に預けるも
のは､それぞれ1件､2件であった｡保育所利用に関す
る不満は､他の地区に比べて比較的低い｡各住区ごとに
保育所が計画的に配置されており､自宅から比較的近い
位置に確保できることが評価されている｡
3-3.居住環境の問題点
次に居住環境にたいする評価をとりあげる｡
図7に示すように､全般に不満を感じているものが多い｡
もっとも不満が集中した項目は､公共交通機関の利用の
便で､ついで住宅の広さや帰路の安全性､公園や広場の
不足があがっている｡
居住地区別にみると､<住吉>では居住地の住宅事情
を反映して ｢住宅が狭くて子どもの遊ぶ部屋がない｣と
いうものが6割を上回る｡都心部に隣接し､公園や広場
が少ない<天 ･阿倍野>では､｢公共交通は子連れには
利用しにくい｣｢子どもを安心して遊ばせる公園がない｣
との不満が高い｡公共交通機関の利用の便にたいする不
満は､利用頻度の高さと関係していると考えられる｡一
方､<泉北NT>では､｢帰路に外灯がなく夜道が怖い｣
｢夜遅くまで開いている店が近くにない｣が他の地区よ
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図.7 居住環境にたいする不満の内容と該当者の比率
り高い｡計画的に建設されたニュータウンであっても､
居住者のニーズに十分に応えていないという状況がうか
がえる｡
以上から､居住環境の現状をまとめると､次のようで
ある｡
全体では､就労女性の平均通勤時間は約27分で､比較
的自宅から近いところで仕事をしている｡保育所への送
迎は約8割が ｢女性｣であり､女性は通勤と送迎を兼ね
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ている場合が多い｡住宅､職場､保育所の立地について
は､距離よりも位置関係が問題視されている｡
現在の居住環境にたいする不満は全般に高く､なかで
も公共交通機関や住宅にたいする不満が高い｡居住地区
により異なる点は､公園や広場､近隣商業施設の有無で
ある｡<住吉>は住宅､<天 ･阿倍野>は歩道の整備や
公共交通の利用の便､子どもの遊び場､<泉北NT>は
近隣商業施設の不足や街路の照明にたいする不満が高い｡
次節では､このような居住環境にある育児期の女性が
実際に受けている支援の実態を探る｡
4. 家事 ･育児にたいする支援の実態
4-1人的支操の実態
配偶者との家事の分担について､｢すべて分担｣｢少し
分担｣｢時々手伝う｣｢全く何もしない｣の選択肢を示し､
回答を得た｡全体では､配偶者が家事 ･育児を分担して
いるケースは ｢すべて分担｣が16%､｢少し分担｣が281
%で､両者をあわせると44%であった｡地区別にみると､
<天 ･阿倍野>､<泉北NT>では約半数が分担してい
るが､<住吉>では分担しているものの割合が低い (図
8)0
配偶者と対等に家事を分担しているケースは少なく､
女性が家事､育児のほとんどを担っている｡ただし､女
性の勤務地と合わせて比較すると､勤務地が遠くなると､
配偶者が分担する傾向がみられ､僅かであるが女性の負
担が軽くなっている｡
一方､約半数が親 ･親族の家事 ･育児への協力を得て
いる｡内訳は､自分の両親が27.2%､配偶者の親が14.4
%､近居している親族が10｣2%で､女性方の親による支
援が相対的に多い｡保育所へ定時に迎えに行けない場合
に ｢親族が迎えにいく｣が46.6%､保育所以外に子ども
住吉区
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図.8 配偶者との家事の分担
(6)
を預けるところとして､｢親 ･親族に預ける｣が91･6%
を占める｡しかし､意識面では必ずしも十分な支援を得
ているとは評価されていない｡生活支援に関して､｢家
事 ･育児にたいする家族の協力がない｣ことへの不満は
全体的に高い｡
近隣による支援は､｢不在中の宅急便の預かり｣(8割)
を除くと､あまりみられない｡｢生協などからの共同購
入｣(26%)は一定みられるものの､｢学童保育 ･共同保
育｣(8.1%)をおこなっているものは少ない｡家事 ･育
児の共同化など､積極的な協力関係を構築しているもの
は現状ではほとんどみられない (図9)｡現状に対する
不満として ｢近所に頼めないこと｣に不満をもつものも
地区によっては半数を上回っている｡
居住地区別にみると､<住吉>では配偶者または親 ･
親族による家事 ･育児支援が少なく､近隣の者に子ども
の送迎を頼む場合がある｡<天 ･阿倍野>では､配偶者
が家事を分担しており､女性の親からの支援が多く､近
隣から支援を得ているものは少ない｡<泉北NT>には､
共同購入や学童保育など､近隣と協同するものが他地区
よりは若干多いという傾向がみられる｡
4-2サービス利用の実態
次に､生活支援サービスの利用実態を検討する｡今回
の調査では､｢料理の材料宅配サービス｣｢クリーニング
配達サービス｣｢家事代行サービス｣｢配達物の留守時預
かりサービス｣の4項目を採り上げ､利用の有無を調べ
た｡
全体的に生活支援サービスを利用しているものは少な
く､2割弱である｡サービス別には ｢料理の材料宅配サ
ービス｣を利用しているものが多く､｢家事代行サービ
ス｣は少ない (図10)｡利用していない理由を尋ねたと
ころ､｢利用の必要性を感じない｣｢高額である｣が大部
分を占めた｡
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図9 近隣の人と協力する項目と該当者の比率
藤田他 :育児期の女性の居住ニーズ
地区別にみると､<天 ･阿倍野>は4つのサービスす
べてにおいて､利用しているものの割合が他の地区より
相対的に高いという傾向がみられる｡都心部に隣接し､
サービスを受けやすい環境にあること､｢留守時に配達
物を預かってくれるところがない｣｢夜遅くまで開いて
いる生鮮食料品店が近くにない｣などの不満の高さに示
されるように､近隣との関係や､生活関連施設の不足に
よるものだと考えられる (図11)｡同様に､<泉北NT
>においても､｢夜遅くまで開いている生鮮食料品店が
近くにない｣ことにたいする不満が高く､これが ｢料理
の材料宅配サービス｣の利用を促していると考えられる｡
家事 ･育児を ｢近隣との協力｣｢施設 ･サービスの利用｣
によって軽減できるという状況にあるものはほとんどな
く､｢親 ･親族からの支援｣を待たざるをえない現状が
浮かび上がってくる｡
5.家事 ･育児支援にたいするニーズと指向性
5-1.住環境整備施策への支持
育児期の女性がどのような育児支援方策を支持してい
るかを明らかにするため､表3に示した7つの方策を提
示し､｢ぜひ促進して欲しい｣｢あったらよい｣｢なくて
もよい｣｢わからない｣の4つの選択肢から回答を得た｡
全体では､7つの施策のどれにたいしても高い支持を
得た｡｢是非促進して欲しい｣｢あったらよい｣を合わせ
た促進群の多い項目は ｢F.乳幼児を安心して連れてい
ける児童公園を増やす｣(支持率98%)､｢G.子連れで
歩いたり､ベビーカーが使いやすいように歩道を拡張 ･
整備する｣(支持率97%)､｢B.自宅から歩いて通える
近隣保育所の設置｣(支持率92%)､｢E.保育施設や子
どものための共同遊戯室 (プレイルーム)をもつ共同住
50 Q^ )
料理の
材料宅配
クリー ニング
配達
家事代行
阿区 口泉北NT伍住吉区 ■天
配達物の
留守預り
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宅の開発｣(支持率84%)であった (表3)0
一方､保育所の立地条件に関する施策に対 しては､6
割から7割程度の支持にとどまり､利便性を指向するも
のと､そうではないものとに分かれた｡親との同居や近
居を促す施策に対しても同様の傾向がみられる｡
育児支援施策にたいする支持の高さは､現在の住宅や
まちのあり方にたいする不満と表裏一体をなすものと考
えられる｡幼児をかかえる就労女性にとって､居住環境
整備は切実な問題として意識されている｡
5-2.家事 ･育児支援にたいする指向性
育児期の就労女性にとって､仕事と家事 ･育児を両立
させるためには､なんらかの支援が必要になる｡しかし､
その支援は､女性が望むと望まざるとに関わらず､現状
に規定されている｡また､個々人の置かれている状況に
よって居住ニーズの傾向も異なるであろうと考えられる｡
家事 ･育児にたいする支援形態には､大別して ｢親族
ネットワークによる支援｣｢地域コミュニティによる支
援｣｢個人解決にたいする支援｣の3つがあると考えら
れる｡今回の調査ではこれらを ｢親依存型｣｢近隣相互
扶助型｣｢施設 ･サービス充実型｣の3タイプとして提
示し､現実的支援 (一番現実的だと考えられる支援形態)
と理想的支援 (現実の条件を捨象し､理想として一番望
ましい支援形態)という2段階に分けて､指向性をみた｡
ここで ｢親依存型｣というのは､配偶者または女性の
親と同居あるいは近居することによって､家事 ･育児を
支援してもらうというタイプであり､｢近隣相互扶助型｣
とは､近所で子どもをもつ親同士が協力し､保育所への
送迎を助け合ったり､共同保育を行うことにより､家事
･育児を支援し合うタイプを指す｡｢施設 ･サービス充
実型｣は､通勤の途上で子どもの送迎が無理なくできる
ような駅前保育所を増加させたり､料金が余分にかかっ
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図.10 利用するサービスの種類と利用者の比率 図.ll
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ても良いから保育所への送迎代行サービスや時間外保育
などを充実させることにより､家事 ･育児と仕事の両立
をはかるタイプである｡
今回の調査では ｢親依存型｣が現実的支援としてもっ
とも支持を集め､回答者の約半数がこれを支持した｡
｢近隣相互扶助型｣と ｢施設 ･サービス充実型｣はそれ
ぞれ1割強で､提示した3つのタイプのいずれにも該当
しないと回答したものが3割にのぼった｡一方､理想的
支援では､3つの支援形態に支持が分散し､いずれも2
割台で括抗している｡現実的支援に対する指向性と対比
すると ｢親依存型｣が減少し､｢施設 ･サービス充実型｣
｢近隣相互扶助型｣が大きく伸びている (表4)0
現実的支援と理想的支援とのズレは､現状では親に依
存せざるをえないと考えている者､また､選択肢のなか
に現実的な方策を見出せないが､環境が整えば､多少の
経済的負担が伴っても､施設 ･サービスの利用による個
人的解決や､近隣ネットワークによる支援を指向するも
のが潜在していることを示唆している｡
次節では､これらの指向性に影響を及ぼす居住者側の
条件を探る｡また､支援形態にたいする指向性が居住ニ
ーズに反映されているかどうかを検討する｡
6. 支援形態別にみた居住環境整備の方向
6-1.支援形態の指向性に影響を及ぼす因子
現実的支援と理想的支援についてそれぞれ､支援形態
にたいする指向性に影響を及ぼす因子を明らかにするた
め､判別分析を行った｡ラムダを最小にする変数を選択
するステップワイズ法を用い､選択の基準をF≧2.00と
した｡グループ変数は① ｢親依存型と近隣相互扶助型｣
② ｢近隣相互扶助型と施設 ･サービス充実型｣③ ｢親依
存型と施設 ･サービス充実型｣の3パターンを設定し､
それぞれ2変数間の判別を行った｡独立変数は､対象者
の属性に関する8項目と､配偶者､親 ･親族の家事 ･育
児への協力に関する5項目､近隣との関係に関する3項
目の合計16項目である｡
その結果､①②③をグループ変数とする分析で選択さ
れた変数は3-6で､このうち､2つ以上に共通 して抽
出された変数は､｢親の育児支援を望むか｣｢子ども数｣
｢配偶者との家事分担｣｢共同保育への関心｣｢居住地区｣
の5つである｡
タイプ間の差がもっとも明瞭な組み合わせは､｢親依
存型｣と ｢近隣相互扶助型｣である (表 5)｡両者を比
表.3 育児支援方策-の支持
A B C D E F G
住吉 66.2 92.4 59.1 69.7 89.4 98.4 96.9
天 .阿倍野 68.8 95.3 66.1 76.2 82.5 96.9 92.1
泉北NT 66.4 90.8 57.1 67.8 81.0 98.4 99.2
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ????
表中の (住吉) (天 ･阿倍野) (泉北NT)はそれぞれの地区内にある保育所利用者の集計結果を示す?
‥
?
? ｢是非促進して欲しい｣.と ｢あったらよい｣を合わせた促進群を示す
親との同近居を支援･促進する施策
B:自宅から歩いて通える近隣保育所の設置する施策
C:駅前保育所を設置する施策
D :スーパー等の日常生活関連施設近くに保育所を設置する施策
E:共同住宅の開発を促進する施策
F:乳幼児を安心して連れていける児童公園を増やす施策
G .･子連れで歩いたり､ベビー カーが使いやすいJS一道の拡張整備
義.4 現実的な支援と理想的な支援との関係
(%)
理想的な支援の型 計親依存 近隣相互 施設充実 その他
現実的な支援の型 親 存 9.3 13.9 ll.1 ll.6 45.9
I 棉互 1.4 2.3 5.6 2.8 12.0
I殻充 - 3 7 1 42 14 ll1
その他 5.6 5.6 3.7 16.2 31.0
紘) ｢線当するものがないJと回答したものを rその他｣に含めた
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較すると､前者は後者より子ども数が少ない｡共同保育
にたいする関心､は薄く､親からの支援を歓迎しているo
居住地区では<住吉><天 ･阿倍野>に ｢親依存型｣を
指向する傾向が強く､<泉北NT>は ｢近隣相互扶助型｣
である｡
次に ｢近隣相互扶助型｣と ｢施設 ･サービス充実型｣
を比較する (表6)｡ここでも､子ども数が判別変数と
して寄与している｡｢近隣相互扶助型｣では ｢施設 ･サ
ービス充実型｣に比べ､配偶者の家事分担率が低下する.
共同保育にたいする関心が高いのもこのタイプの特徴で
ある｡居住地区別には､<泉北NT>に住むものに ｢近
隣相互扶助型｣を指向する者が多く､<住吉>に ｢施設
･サービス充実型｣を指向する傾向が強い｡
他方､｢親依存型｣と ｢施設 ･サービス充実型｣の判
別においては､居住地区は選択されない (表 7)｡女性
の意識や勤務時間､配偶者との家事の分担状況が影響し
ている｡｢親依存型｣は親からの支援を歓迎しており､
｢施設 ･サービス充実型｣を指向するものよりも勤務時
間が短く､配偶者は家事を分担していない｡
以上から､それぞれのタイプを指向する典型的な居住
者像を素描すると次のようである｡
｢親依存型｣は､子ども数が相対的に少なく､配偶者
による協力が得られない女性に支持されている｡女性の
勤務時間は短く､この点では ｢施設 ･サービス充実型｣
ほど切実な支援を必要としているわけではない｡共同保
育にたいする関心は薄く､意識面でも親からの支援を歓
迎している｡
｢近隣相互扶助型｣は､子どもの数が多い女性に支持
されている｡現在､配偶者や親族からの支援を得ている
が､共同保育にたいする関心が強い｡地区別には<泉北
NT>に住むものにこれを支持するものが多い｡
｢施設 ･サービス充実型｣は､子ども数が少なく､共
同保育に対する関心も薄い｡配偶者と家事を分担してお
り､親からの支援は望んでいない｡
同様の分析を理想的支援についても試みたが､選択変
数が少なく､判別割合も低くなり､支援形態別にその特
徴をみいだすことはできなかった｡
6-2.支援形態別の居住ニーズ
ここでは､現実的支援形態にたいする指向性が現在の
居住環境にたいする評価や施策にたいする要望に反映さ
れているかどうかを検討する｡グループ変数は前節と同
様､① ｢親依存型と近隣相互扶助型｣② ｢近隣相互扶助
型と施設 ･サービス充実型｣③ ｢親依存型と施設 ･サー
ビス充実型｣の3パターンを設定し､独立変数は空間に
(9)
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関する18項目と育児支援方策に関する7項目の計25項目
で､判別分析をおこなった｡
分析の結果､現在の居住環境にたいする不満や支援方
策にたいするニーズによって､支援施策にたいする指向
性が異なることがわかった｡判別に選択された変数は､
表8-10に示すとおりである｡表から､指向する支援形
態により､保育施設の立地や整備のコンセプト､また歩
道や街路の整備にたいする要求に違いがみられ､指向性
の型別に異なった居住ニーズを持っ｡以下では分析結果
をもとに､指向性別に現在の居住環境にたいする評価や
施策にたいする要望を探る｡
｢親依存型｣は､二世帯住宅の建設や住宅の増改築､
近居にたいする助成など､親との同近居を支援する施策
を望んでいる｡戸建て住宅に住むものが多いという条件
がこれらの施策を支持する背景となっている｡｢施設サ
ービス充実型｣と比べると､保育所と自宅との時間､距
離に不満をもっており､保育所の立地条件については､
利便性より周辺環境を重視している｡また､安全な公園
や広場がない､街路に電灯が少なく夜道が危険である､
夜遅くまで子どもを預かってくれる施設が不足している
など､居住環境上の問題が意識されている｡
｢近隣相互扶助型｣では､公園や広場にたいする不満､
住宅の広さにたいする不満は少ない｡夜遅くまで子ども
を預かってくれる施設がないと考えているものは少なく､
保育施設にたいする不満も他のタイプに比べると少ない｡
施策にたいする要望では､子連れでも歩きやすいように
歩道を整備､拡張することがあげられている｡駅前保育
所の設置にたいする支持が低く､保育所の立地条件は周
辺環境を重視している｡
｢施設 ･サービス充実型｣は､集合住宅に住むものに
支持されている｡総じて現在の居住環境にたいする不満
が高い｡保育所と職場の位置関係や保育所の立地条件に
たいする不満をもち､安全な公園や広場がないと感じて
いる｡保育所の立地は利便性を重視しており､駅前保育
所の設置を支持している｡また､子連れでも歩きやすい
ように歩道を拡張する施策を望んでいる｡
以上から､支援形態にたいする指向性を軸に居住ニー
ズをまとめる｡
｢親依存型｣は､大阪市内の既成市街地に居住してい
るものに支持されている｡住戸形式は戸建で､親との同
居､近居により支援を期待できる条件を有している｡利
便性よりも周辺の保育環境にたいする関心が高く､施設
･サービスによる解決を指向せず､親族ネットワークに
よる支援を ｢現実的｣と捉えている｡現状に不満を感じ
ながらも､日常生活にたいする不満が施設 ･サービスに
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たいするニーズには直結 しないタイプである｡
｢近隣相互扶助型｣は､郊外ニュータウンである<泉
北NT>に住む居住者に支持されている｡配偶者や親か
ら十分な支援を期待できないため､職種や就労時間を調
整することによって､仕事と家庭生活との両立をはかっ
ているo現在の保育環境にたいする不満は低いが､地域
環境､とりわけ､公共の交通機関や歩道の整備などにた
いする関心が強く､施設､設備の充実を望んでいる｡利
便性よりも､子育て環境を重視 しており､近所の親同士
が協力 して実施する共同保育への関心が高い｡
｢施設サービス充実型｣は､既成市街地の集合住宅に
住む女性に支持されている｡専門職に就 くフルタイムの
就労者が多 く､配偶者と家事を分担 しているものも少な
くない｡親から支援を受けることを望んでおらず､個人
による解決を指向している｡現在の居住環境にはさまざ
まな不満を感 じており､なかでも子育て環境にたいする
不満が相対的に高い｡通勤と連動 した駅前保育所の設置
を望んでいることに示されるように､保育所の立地条件
秦.5 親依存型と近隣相互扶助型の規定因子 (属性)
選択された変数 (変数コー ド) 標準化判別関数 Ftorem｡ve
共同保育-の関心 (0:ある 1:ない)
親の育児支援を望むか (0:望まない1:望む)
居住地区 (1:住吉 2:住吉以外)
子ども数 (1:1人- 6:6人)
居住地区 (1:天 ･阿倍野 2:天 ･阿倍野以外)
･0.711 13.237
.0.547
1.347
0.459
0.905
7.177
5.324
4.767
2.200
･0.379 近 1.439
2)判別割合 親依存型 :82.7% 近隣相互扶助型 :82.6%
注)独立変数は以下に示す
･居住地区/子ども数/世帯構成/女性の年齢/女性の仕事の有無/通勤時間/
勤務時間~｢｣∵:∴_｣_
夫との家事 ･育児の分担/夫の両親､自分の両親､親族の家事 ･育児-の協力
皮/親の育児支援を望むか/家族の家事 ･育児-の協+】[∵:.｣二二L-｣L_.二二｢:二｢~二一二:こ_二｣こ~.こ~~二⊥∴｢二∵∵=コ｢~1∵∴L-L二一:二:コ二二:⊥:二::∴∴【｣力の不満
共同保育-の関心/近隣との付き合い/近隣との付合いに対する不満
義.6 近隣相互扶助型と施設サー ビス充実型の規定因子 (属性)
選択された変数 (変数コー ド)
夫との家事の分担 (0:している1:していない)
居住地区 (1:住吉2:住吉以外)
近居 している親族からの家事 ･育児-の協力
(1:よく手伝ってもらう-4:全く手伝ってもらわない)
共同保育-の関心 (0:ある 1:ない)
居住地区 (1:泉北NT 2:泉北NT以外)
子ども数 (1:1人- 6:6人)
1)ク●p-フ●平均 近隣相互扶助型 :0.974
2)判別割合 近隣相互扶助型 :65.0%
注)独立変数は表.5の注釈を参照
標準化判別関数 Ft(Jremove
0.922 7.578
1.107 5.814
0.641 3.949
･0.603 3.927
･0.957 3.127
0.485 1.547
施設サービス充実型 :･1.122
施設サービス充実型 :73.3%
秦.7 親依存型 と施設サー ビス充実型の規定因子 (属性)
選択された変数 (変数コー ド) 標準化判別関数 Ftoremove
親の育児支援を望むか (0:望まない1:望む) 0.757 10.860
勤務時間 (1:2時間-ll:13時間) -0.5･17 5.201
夫との家事の分担 (o:している1:していない) 0.519 4.600
1)ク●ルー7'平均 親依存型 :0.263
2)判別割合 親依存型 :86.0%
注)独立変数は表.5の注釈を参照
施設サービス充実型 :-1.248
施設サービス充実型 :52.6%
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(ll)
では利便性を重視している｡
7.まとめ
育児期の就労女性は家事 ･育児の負担が大きく､支援
を必要としている｡現状では､配偶者や親 ･親族からの
支援を得ている場合もあるが､必ずしも十分とはいえな
い｡近隣との協力による支援体制が整備されているケー
スは少なく､家事 ･育児にかかわる施設 ･サービスの利
用もほとんどみられない｡
今回の調査では､家事 ･育児にたいする支援形態とし
て3つのタイプを提示し､これにたいする指向性を調べ
た｡その結果､指向性には､女性の生活条件や居住環境
にたいする不満が少なからず反映されていることがわか
った｡なかでも､居住地､また居住地特性と結びつく居
住者のライフスタイルや現在の居住環境が支援形態にた
いする指向性を左右している｡また､親との同近居を促
す施策や､保育所の立地条件､公園や歩道などの整備に
対するニーズと､支援形態にたいする指向性との関連性
が確認された｡
これらの知見は､居住環境等の与件が変化すれば支援
形態にたいする指向性も変わるであろうということを示
唆している｡調査回答者の約半数は､家事 ･育児に関す
る日々の問題を解決するための現実的支援形態として
｢親依存型｣を選択したが､理想的支援と現実的支援と
のギャップは､親からの支援を歓迎し､これを望ましい
と考えているものだけでなく､ほかの選択肢がないなか
で､親に依存するしかないと考えているものが含まれて
いることを示唆している｡
今回の調査結果を踏まえると､大阪市の既成市街地と
泉北ニュータウンにおける居住環境整備にあたっては､
次のような視点が求められる｡
大阪市の既成市街地では､｢親依存型｣と ｢施設 ･サ
ービス充実型｣の2つの指向性がみられ､前者には､二
世帯住宅建設や住宅の増改築､近居にたいする助成制度
等の親からの支援を享受できる環境整備が､後者には､
自宅近くの夜間保育施設､駅前保育所､職場内託児所等
の建設､運営にたいする助成や家事代行サービスの拡充
が求められている｡その場合､利用を容易にする立地や
規模､サービス提供形態への配慮がとくに重要である｡
既成市街地では､育児環境に問題があると感じている女
性が多く､住宅の狭さや子ども連れには利用しにくい歩
道､公共交通の不備が指摘されている｡都市部における
居住機能回復のためには､育児負担にたいする直接的な
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支援施策だけでなく､育児期の女性や子どもに配慮した
居住環境整備が課題となる｡
一方､郊外に立地する泉北ニュータウンでは､｢近隣
相互扶助型｣にたいする指向性が強く､施設等の物的環
境整備とあわせ､コミュニティ活動を支援する仕組みを
整えていく必要がある｡たとえば､食堂､台所などの共
同スペースを確保し共同管理することにより､居住者同
士のコミュニケーションや相互扶助を可能にする共同住
宅の開発､共同保育のためのスペースを確保した子育て
マンションの建設､子ども連れで集まれる公園や集会施
設など育児ネットワークづくりのための空間の提供など
があげられる｡今後､支援形態への指向性は､近隣ネッ
トワークやサービス･ネットワークを活かしていく方向
への展開が考えられ､地縁的な近隣コミュニティーを見
直す方向での居住環境整備が課題となる｡
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秦.8 親依存型と近隣相互扶助型の規定因子 (空間)
選択された変数 (変数コー ド) 標準化判別関数 Ftoremove
親との間近居を支援 (1.･是非促進-3.･なくてもよい)
夜遅くまで預かってくれる施設がない
(1:大変不満-4:不満はない)
子連れでも歩きやすいように歩道の拡張
(1:是非促進-3:なくてもよい)
安全な公園や広場がない (1:大変不満-4:不満はない)
0.885
0.470
･0.423
0.399
24.136
5.208
4.411
3.725
1)ク●ルイ 平均 親依存型 :･0.500 近隣相互扶助型 :1.468
2)判別割合 親依存型 :79.4% 近隣相互扶助型 ･'73.9%
注)独立変数は以下に示す
･住宅所有形態/住戸形式/通勤時間/通園時間/保育園の立地条件---I--■--■--■l----I--■---I---I-I----------■---------I--■-●--I----
･日常生活上の不満 (保育所が家から遠い/夜遅くまで預ける施設がない/保育所が
職場の近くにない/保育園と職場が反対方向 にある/安全な公園や広場がない/家か
ら駅が遠い/家から駅の足の便が悪い/住宅が狭くて子供の遊ぶ部屋がない/公共交
.にくい/職場が家から速い/街路に奄灯がなく危険)L_二=∵【`1∴L一ニー~二Ll一こ:コ二.:∵~二_一二二｣｢_=｢1-~:こ~てこ二~:L｢[~'∵｢｢｣∴二二:ここ_.こ:通は子連れには利用し｢∵Lー｢~∵｢~｢∴コ｢‥コ]二一:~_:コ
･育児支援方策-の支持 (親との同近居を支援/共同住宅の開発/日常生活関連施設
近くに保育所を設ける街づくり/駅前保育所の設置/近隣保育所の設置/児童公園の
増加/子連れでも歩きやすい渉道の拡張)
秦.9 近隣相互扶助型と施設サービス充実型の規定因子 (空間)
選択された変数 (変数コー ド) 標準化判別関数 Ft｡rem｡ve
住宅が狭くて子供の遊ぶ部屋がない 0.968
(1:大変不満-4:不満はない)
保育園の立地条件 (0:利便性 1:周辺環境) 0.956
駅前保育所の設置 (1:是非促進-3:なくてもよい) 0.579
安全な公園や広場がない (1:大変不満-4:不満はない) 0.561
6.923
1)ク●ルイ 平均 近隣相互扶助型 :0.684
2)判別割合 近隣相互扶助型 ･'61.5%
注)独立変数は表.8の注釈を参照
施設サービス充実型 :･1.026
施設サービス充実型 :57.7%
義.10 親依存型と施設サービス充実型の規定因子 (空間)
選択された変数 (変数コー ド) 横聯化判別関数 llLoremove
保育所が家から遠い (1:大変不満-4:不満はない)
住戸形式 (1:戸建一4:マンション)
街路に電灯がなく危険 (1:大変不満-4:不満はない)
親との同近居を支援 (1:是非促進-3:なくてもよい)
子連れでも歩きやすいように歩道の拡張 (Jり
日常生活関連施設近くに保育所の設置 (〟)
保育園の立地条件 (0:利便鹿 1:周辺環境)
保育園と職場が反対方向 (1:大変不満-4:不満はない)
0.781 13.253
0.744 !).513
0.611 6.666
0.468 5.172
･0.437 4.307
0.372 2.949
･0.325 2.174
-0.332 1.768
1)ク●ルイ 平均 親依存型 :-0.521 施設サービス充実型 :2.291
2)判別割合 親依存型 :78.0% 施設サービス充実型 :76.2%
注)独立変数は表.8の注釈を参照
(12)
藤田他 :育児期の女性の居住ニーズ
注釈
1総理府が実施した平成4年の調査 (参考文献 6,p.21)
によれば､結婚している者のうち､妻がいずれの家事
についても､8-9割を分担している｡
2参考文献9)～ll)を参照｡
3メッシュ･データは ｢大阪市メッシュデータ集 (16)
一平成2年国勢調査-｣(大阪市統計局､1993年)よ
り得た｡
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4国土庁土地局地価調査課監修 ｢地価マップ都市計画用
途地域図一大阪府-｣(1992)による｡
5大阪府統計資料室 ｢堺市住民基本台帳町丁別人口｣に
よれば平成8年10月現在の人口は15.5万人 (99人/ha)
である｡
6大阪府企業局 ｢泉北ニュータウンの建設｣(1986)に
よる｡
Summary
Thedrasticdropofhouseholdswithfultimehomemakershasposedaquestiononmodernplannlngtheory
●
●
intheWesterncountries.SimilarlylnJapan,women'sparticipationinthelabormarkethasgrownrapidly
andespecialywomenwithchildrenarefacingthedifficultiestoreconciletheoutsidejobwithhousework.
ThispaperintendstopointoutsomedirectionsforthechangeinphysICalorganizationofthecity.First,
●
theneedsofwomenforurbanenvironmentareexplored,basedonfindingsofthequestionnairesurvey
conductedin1995,addressedtotheusersofadaynurseryatthreedifferentdistrictsofOsakaMetropolis.
Second,women'spreferencetoasupportsystemareexamined.Theresultshowsthat1)womenhaveparticular
interestsandneedsinthecity,2)morethanthehalfarelookingforthesupportfrom theirfamilyand
relatives,and3)thepresentchildcareconditionshaveagreatinfluenceupontheirchoice.Inconclusion,the
● ●
needtoimprovephysICalplannlngaSWelassocialinfrastructureisdiscussedsothattherangeofrealchoice
forasupportsystemcouldbeoptimized.
(13)
